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１ 令和３年度の指導監査の取組 

  社会福祉法人や介護保険・障害福祉サービス提供事業者等に対して行っている

本県の監査・指導については、実地による監査を中心としており、毎年度多くの指

摘を行い、利用者が安心できるよう改善を求めています。 

  しかし、令和２年度以降は、新型コロナウイルス感染症の影響により、福祉監査

の基本である対面・現地監査が困難な状況となっているため、「新たな日常」に対

応し、事務改善を中心とした監査・指導の指針により、ＩＣＴを活用したオンライ

ンによる監査や動画配信による集団指導等、効率・効果的な手法を用いて監査・指

導を実施しました。 

 

（１）社会福祉法人および社会福祉施設の指導監査 

① 社会福祉法人指導監査 

社会福祉法人の指導監査は、法定受託事務であることから、厚生労働省の通

知に基づき、感染状況を考慮して現地での法人監査の実施を見合わせていまし

たが、施設内への立ち入りは行わず、法人本部内の会議室や最寄りの県庁舎で

面談を行うなど、感染防止対策を十分考慮し対象先を限定したうえで実施しま

した。 

 

  ② 社会福祉施設指導監査 

   新型コロナウイルス感染症の感染防止の観点から、監査資料の提出をもって

行う書面審査とＷｅｂ会議システムを活用したオンライン監査を組み合わせて

指導監査を実施しました。 

 

  ③ 県・市連絡会議、社会福祉法人運営研修会 

市に権限移譲された社会福祉法人認可事務等の円滑化、指導監査時における

指導事項の平準化を図るため、Ｗｅｂ会議システムを活用して県・市連絡会議

を開催しました。 

なお、例年、社会福祉法人役員および幹部職員を受講者とする研修会を市と

合同で開催していましたが、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の状況をふ

まえ、集合しての会場開催に代えて、三重県インターネット放送局で動画配信

をすることにより、社会福祉法人の運営に関する周知を図りました。 
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（２）介護保険サービス事業所および障害福祉サービス事業所の指導 

  ① 集団指導 

    令和３年５月に、三重県インターネット放送局で動画配信を行い、動画を閲

覧した事業所が報告書等を提出することで集団指導への参加を確認しまし

た。 

   

② 実地指導 

    通常の事業所で行う実地指導に加えて、「感染防止対策型実地指導」として、

Ｗｅｂ会議システムを活用したオンラインによる指導や現地訪問とオンライ

ン方式を併用した指導を実施するなど、より効率的、効果的な指導手法を創意

工夫し、実地指導を実施しました。 
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２ 社会福祉法人および社会福祉施設 

（１）社会福祉法人および社会福祉施設の指導監査 

「令和３年度指導監査実施方針」の重点事項を中心に、指導監査を実施し、改

善を図りました。 

（令和３年度指導監査実施方針の重点事項） 

①  適正な法人運営の確保  

②  会計処理の適正化 

③  施設運営の適正化  

④  適切な利用者援助の確保 

⑤  安全対策の確保  

 

（２）実施状況 

指導監査の実施状況は、次のとおりです。 

①  社会福祉法人              （令和４年３月３１日現在） 

対 象 数 実 施 数 

１０５ ５ 

   （注）対象数は、令和３年４月１日現在の三重県所轄法人数です。      

 

 

②  社会福祉施設              （令和４年３月３１日現在） 

区 分 対 象 数 実 施 数 

 

生活保護施設 

婦人保護施設 

児童福祉施設 

 

老 人 福 祉 施 設 等 

障害者支援施設 

 

 

       ３ 

       １ 

４５８ 

(うち保育所360、認定こども園68) 

４８７ 

３９ 

 

   

        ２ 

    １ 

４３０ 

(うち保育所349、認定こども園62) 

７５ 

  １２ 

 

計      ９８８ ５２０ 

     （注）対象数は、令和３年４月１日の施設数で休止等の施設数は除きます。 
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（３）指摘状況 

指導監査による改善指摘状況は、次のとおりです。 

①  社会福祉法人関係 

社会福祉法等に基づく指導監査を実施した５法人のうち、４法人に対し、１

７件の指摘を行いました。内容は次のとおりです。 

  ア 「法人運営」に関するもの             ９件（５２．９％） 

    ・評議員会又は理事会の決議が適正に行われていない。 

・評議員会又は理事会の記録の作成、保存が適切に行われていない。 

・評議員となることができない者又は適当でない者が選任されている。 

    ・監事の選任又は解任が適切に行われていない。 

  イ 「事業」に関するもの               ０件（ ０．０％） 

  ウ 「管理」に関するもの               ８件（４７．１％） 

・予算の執行および資金等の管理に関する体制が整備されていない。 

・計算書類が法令に基づき適正に作成されていない。 

・契約業務等が適正に行われていない。 

②  社会福祉施設関係 

指導監査を実施した５２０施設のうち、３３６施設に７８５件の指摘を行

いました。内容は次のとおりです。 

ア 適切な入所者処遇の確保に関するもの      １８１件（２３．１％） 

・定期の健康診断、衛生管理および感染症等に対する対策が適切に行われて

いない。 

・苦情を受け付けるための窓口を設置していないなど苦情解決に適切に対

応していない。 

・事故発生の防止および発生時の対応に関する措置が適切に講じられてい

ない。 

 

イ 施設運営の適正な実施の確保に関するもの    ６０４件（７６．９％） 

・管理規定等必要な規程が適切に整備されていない。 

・労働基準法等関係法規の遵守が不十分である。 

・職員への健康診断等、健康管理が適切に実施されていない。 

・防災対策が適切に行われていない。 
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表１ 社会福祉法人の指摘項目および件数     （令和４年３月３１日現在） 

社会福祉法人 指  摘  項  目 指  摘  件 数 

 

 実施 

       ５法人 

 

 指摘 

       ４法人 

Ⅰ 法人運営 ９（52.9％） 

 １定款 

 ２内部管理体制 

 ３評議員・評議員会 

 ４理事 

 ５監事 

 ６理事会 

 ７会計監査人 

 ８役員等の報酬 

       ０ 

       ０ 

       ４ 

       ０ 

       ２ 

       ３ 

       ０ 

       ０ 

Ⅱ 事  業 ０（0.0％） 

 １事業一般 

 ２社会福祉事業 

 ３公益事業 

 ４収益事業 

       ０ 

       ０ 

       ０ 

       ０ 

Ⅲ 管  理 ８（47.1％） 

 １人事管理 

 ２資産管理 

 ３会計管理 

 ４その他 

       ０ 

       ０ 

       ３ 

       ５ 

計  １７（100.0％） 

 表２ 社会福祉施設の指摘項目および件数     （令和４年３月３１日現在） 

指摘項目 

 

社会 

福祉施設 

適切な利用者支援の確保 
施設運営の 

適正な実施の確保 

計 利用者支

援の充実 

 

生活環境

等の確保 

 

自立への

支援援助 

その他 

運営管理

体制の確

立 

職員の確

保、処遇

充実 

防災対策

への取組 

その他 

生活保護施設 ０ ０ ０ ０ ０ １ １ 

婦人保護施設 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

児童福祉施設※1 １６８ ５ ０ ８８ ３１３ ８１ ６５５ 

老人福祉施設等※2 ６ ０ ０ ２１ ４５ ３９ １１１ 

障害者支援施設 ２ ０ ０ ９ ４ ３ １８ 

計 

実施５２０施設 

指摘３３６施設 

１７６ 

(22.4％) 

５ 

(0.6％) 

０ 

(0％) 

１１８ 

(15.0％) 

３６２ 

(46.1％) 

１２４ 

(15.8%) 

７８５ 

 

１８１（23.1%） ６０４（76.9%） 

 （注）※１ 児童福祉施設とは、乳児院、母子生活支援施設、保育所、認定こども園、児童養

護施設、障害児入所施設、児童心理治療施設及び児童自立支援施設です。 

    ※２ 老人福祉施設等とは、養護老人ホーム、特別養護老人ホーム、軽費老人ホーム及

び無料低額介護老人保健施設です。 

  （構成比％）小数点第 2 位以下四捨五入のため、合計が 100.0％にならない場合があります。 
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（４）確認監査 

指導監査において指摘した不適切事項については、継続的な指導を行い、法人

に自主的な改善を求めています。 

令和３年度は、児童養護施設職員による横領事件が発覚し、このため令和３年

１月に特別監査を実施した施設の関係法人から、再発防止策等改善結果に係る

報告書の提出があったため、確認監査として、実地にてその取組状況を検証した

ところ、概ね是正・改善が図られていることを確認しました。 

 

（５）特別監査 

法人運営等に重大な問題を有する法人や施設に対しては、随時特別監査を実

施しています。 

なお、令和３年度は対象となる法人はありませんでした。 

 

（６）勧告・公表 

法令、法令に基づいてする行政庁の処分若しくは定款に違反し、又はその運

営が著しく適正を欠くと認めるときは、当該社会福祉法人に対し、期限を定め

て、その改善のために必要な措置（役員の解職を除く。）をとるべき旨を勧告

し、当該勧告を受けた社会福祉法人が期限内にこれに従わなかったときは、そ

の旨を公表することができます。 

なお、令和３年度は対象となる法人はありませんでした。 

 

（７）行政処分等 

勧告を受けた社会福祉法人が、正当な理由がないのに当該勧告に係る措置を

とらなかったときは、当該社会福祉法人に対し、期限を定めて当該勧告に係る

措置をとるべき旨を命じ、当該命令に従わないときは、期間を定めて業務の全

部若しくは一部の停止を命じ、又は役員の解職を勧告し、法令、法令に基づい

てする行政庁の処分若しくは定款に違反した場合であって他の方法により監督

の目的を達することができないとき、又は正当の事由がないのに１年以上にわ

たってその目的とする事業を行わないときは、解散を命ずることができます。 

なお、令和３年度は対象となる法人はありませんでした。 
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（８）市町との連携について 

市に権限移譲された社会福祉法人認可事務等が円滑に進むよう支援すると

ともに、指導監査時における指導事項の平準化を図るため、「県・市連絡会

議」を４回開催しました。 

また、市町は、児童福祉法および子育て支援法により、管内の特定教育・保

育施設等に対して、運営基準の遵守、給付費等の適正な支給を確認することを

目的とした指導を行うこととされているため、市町の担当者を対象に指導技術

の向上を目的とした研修「市町特定教育・保育施設等指導担当者研修会」を２

回開催しました。 

更に、市とは合同監査を実施することで、監査対応に係る社会福祉法人等

の負担軽減にも取組みました。 

〇新型コロナウイルス感染症の感染防止のため、Ｗｅｂ会議システムを活用

して、県・市連絡会議および市町特定教育・保育施設等指導担当者研修会を

開催しました。 

会議名 開催日 出席 

第１回県・市連絡会議 令和３年４月１６日 県、１３市 

第２回県・市連絡会議 令和３年８月１０日 県、１３市 

第３回県・市連絡会議 令和３年１２月１３日 県、１４市 

第４回県・市連絡会議 令和４年３月１７日 県、１２市 

第１回市町特定教育・保育施設等 

指導担当者研修会 
令和４年１月３１日 県、１０市町 

第２回市町特定教育・保育施設等 

指導担当者研修会 
令和４年２月７日 県、１５市町 
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（参考） 

     所轄庁ごとの社会福祉法人数および社会福祉施設数 

所轄庁 
所轄社会福祉 

法人数 

所轄社会福祉 

施設数 

津市  ４１ ― 

四日市市  ３２ ― 

伊勢市  ２３ ― 

松阪市  ２７ ― 

桑名市  １８ ― 

鈴鹿市  ３０ ― 

名張市   ８ ― 

尾鷲市   ２ ― 

亀山市   ９ ― 

鳥羽市   ３ ― 

熊野市   ５ ― 

いなべ市   ８ ― 

志摩市   ３ ― 

伊賀市   ９ ― 

三重県 １０５ ９８８ 

愛知県   １ ― 

岐阜県   １ ― 

奈良県   ２ ― 

和歌山県   １ ― 

国   １ ― 

計 ３２９  

（注）１ 所轄社会福祉法人数は、令和３年４月１日現在 

２ 所轄社会福祉施設数は、令和３年４月１日現在 

３ 国・他県・市の所轄となる社会福祉法人が運営する社会福祉施設  

９８８施設の指導監査は、三重県が実施します。  
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３ 介護保険サービス事業所 

（１）介護保険サービス事業所の指導および監査 

「令和３年度介護保険サービス事業者等指導・監査実施方針」において重点項

目を定め、介護保険施設・事業所の実地指導を実施するとともに、不適切な介護

保険サービスの提供や介護給付費請求の事務処理に誤りがあった施設・事業所

に対しては指導を行い、その改善を図りました。 

また、事業運営等について不正が疑われる事業所に対しては随時監査を実施し

たほか、インターネット上での集団指導（動画配信）を実施し、法令遵守等に関

する指導を行いました。 

（令和３年度指導・監査実施方針の重点項目） 

①  法令遵守の状況について（人員・運営基準等に基づき運営され、適正な介  

護報酬の請求が行われているか等） 

②  虐待行為の状況について（職員が利用者に対し身体的・心理的虐待等を行  

っていないか、研修等の虐待防止の取組が行われているか）  

③  感染症等対策について（衛生管理の徹底と感染症の発生およびまん延の

防止のための適切な措置が講じられているか） 

④  サービスの質の確保・向上について（個々の計画に沿ったサービス提供、  

身体拘束の原則禁止、利用者等への説明責任、苦情への対応等が適切に行わ

れているか等） 

⑤  危機管理への取組について（火災、地震、風水害発生時における防災対策  

および侵入者等に対する防犯対策が確保されているか、感染症の発生および

まん延の防止対策等が適切に行われているか等）  

⑥  高齢者向け住宅を設置する法人が運営する居宅サービス事業所等の運営状 

況について（住宅におけるサービスと介護サービスが混同して行われ、虚

偽のサービス提供記録等により報酬を不正に請求していないか等）  

 

（２）実施状況 

指導および監査の実施状況は、次表のとおりです。 

対象３，３２３介護施設・事業所のうち、通常型実地指導を２６（0.8％）介護

施設・事業所、感染防止対策型実地指導を１９３（5.8％）介護施設・事業所、随

時監査を３（0.1％）事業所に実施しました。 

また、集団指導（動画配信）を２，６７１（80.4％）介護施設・事業所に対し

て実施し、法制度の周知を図りました。 
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表３ 指導等の実施状況               （令和４年３月３１日現在） 

（注）「対象数」は、令和３年４月１日現在の指定事業所数（事業実績のある「みなし事業所」を含む）です。 

( )内は現地とオンライン併用型内数 

区分 対象数 
集団指導 

実施数 

実地指導実施数 

通常型 
感染防止

対策型 

 

 計 

（介護給付サービス事業）          

訪問介護事業所 ５９２ ４５１ ５ ３３ ３８ 

訪問入浴介護事業所 ２６ ２１ ０ １ １ 

訪問看護事業所 １９９ １８７ ２ ４ ６ 

訪問リハビリテーション事業所 ２５ ２４ １ ０ １ 

通所介護事業所 ４７７ ４０５ １ ６(4) ７(4) 

通所リハビリテーション事業所 １３０ １０６ ２ ０ ２ 

短期入所生活介護事業所 ２１７ １５０ １ ０ １ 

短期入所療養介護事業所 ８５ ７９ １ ０ １ 

特定施設入居者生活介護事業所 ５８ ５２ ０ ０ ０ 

福祉用具貸与事業所  １４３ ９８ １ ３６ ３７ 

特定福祉用具販売事業所 １３９ ９５ １ ３６ ３７ 

介護老人福祉施設 １６４ １４７ １ ０ １ 

介護老人保健施設 ７６ ７３ １ ０ １ 

介護療養型医療施設 ７ ５ ０ ０ ０ 

介護医療院 ４ ４ ０ ０ ０ 

小計 ２，３４２ １，８９７ １７ １１６ １３３ 

（予防給付サービス事業）          

訪問入浴介護事業所 ２５ ２０ ０ １ １ 

訪問看護事業所 １８７ １７２ ２ ４ ６ 

訪問リハビリテーション事業所 ２５ ２４ １ ０ １ 

通所リハビリテーション事業所 １３０ １０６ ２ ０ ２ 

短期入所生活介護事業所 ２０１ １３８ １ ０ １ 

短期入所療養介護事業所 ８３ ７７ １ ０ １ 

特定施設入居者生活介護事業所 ５０ ４５ ０ ０ ０ 

福祉用具貸与事業所 １４１ ９７ １ ３６ ３７ 

特定福祉用具販売事業所 １３９ ９５ １ ３６ ３７ 

小計 ９８１ ７７４ ９ ７７ ８６ 

計 ３，３２３ ２，６７１ ２６ １９３ ２１９ 
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（３）実地指導結果 

① 介護給付サービス事業分 

実地指導を実施した１３３介護施設・事業所に５９９件の改善指導等を行い

ました。主な内容は次のとおりです。 

 

ア 人員基準に関するもの              １件（ ０．２％） 

・看護職員の配置が適切でない。 

  イ 運営基準に関するもの            ５９８件（９９．８％） 

・運営規程に定めるべき事項が定められていない。 

・職員の勤怠管理が行われていない。 

・職員の健康状態の管理が十分行われていない。 

・セクハラ、パワハラ等を防止するための方針の明確化等の必要な措置を講

じていない。 

・秘密保持について、職員であった者が、正当な理由なく、その業務上知り

得た利用者等の秘密を漏らすことのないよう、誓約書を徴する等の必要な

措置が講じられていない。 

・虐待の発生又は再発を防止するための指針の整備がされていない。また、

その対策を検討する委員会を開催していない。 

・感染症又は非常災害発生時における業務継続計画が策定されていない。  

・地震等非常災害発生時の安全確保のために必要な行動手順等を定めた具体

的な計画が作成されていない。 

・感染症の発生の予防およびまん延の防止のための指針が整備されていな

い。また、その対策を検討する委員会を開催していない。 

  

② 予防給付サービス事業分 

実地指導を実施した８６介護施設・事業所に３８８件の改善指導等を行い

ました。 

ア 運営基準に関するもの           ３８８件（１００．０％） 

 主な指導内容は、上記介護給付サービス事業分と同様です。 
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表４ 介護給付サービス事業に係る指摘件数（実地指導分）（令和４年３月３１日現在） 

指摘項目 

指定施設・事業所 

人員基準

関係 

運営基準

関係 

給付費の

算定 
その他 計 

訪問介護事業所 ０ １７１ ０ ０ １７１ 

訪問入浴介護事業所 ０ １ ０ ０ １ 

訪問看護事業所 ０ ２９ ０ ０ ２９ 

訪問リハビリテーション事業所 ０ ４ ０ ０ ４ 

通所介護事業所 ０ ３８ ０ ０ ３８ 

通所リハビリテーション事業所 ０ １０ ０ ０ １０ 

短期入所生活介護事業所 ０ １ ０ ０ １ 

短期入所療養介護事業所 ０ ２ ０ ０ ２ 

福祉用具貸与事業所 ０ １６７ ０ ０ １６７ 

特定福祉用具販売事業所 ０ １７０ ０ ０ １７０ 

介護老人福祉施設 ０ ２ ０ ０ ２ 

介護老人保健施設 １ ３ ０ ０ ４ 

計 

実施 133 施設・事業所 

指摘 133 施設・事業所 

 

１ 

(0.2%) 

 

５９８ 

(99.8%) 

 

０ 

(0.0%) 

 

０ 

(0.0%) 

 

５９９ 

(100.0%) 

 
表５ 予防給付サービス事業に係る指摘件数（実地指導分）（令和４年３月３１日現在） 

指摘項目 

指定施設・事業所 

人員基準

関係 

運営基準

関係 

給付費の

算定 
その他 計 

訪問入浴介護事業所 ０ １ ０ ０ １ 

訪問看護事業所 ０ ２９ ０ ０ ２９ 

訪問リハビリテーション事業所 ０ ４ ０ ０ ４ 

通所リハビリテーション事業所 ０ １０ ０ ０ １０ 

短期入所生活介護事業所 ０ １ ０ ０ １ 

短期入所療養介護事業所 ０ ２ ０ ０ ２ 

福祉用具貸与事業所 ０ １６９ ０ ０ １６９ 

特定福祉用具販売事業所 ０ １７２ ０ ０ １７２ 

計 

実施 86 施設・事業所 

指摘 86 施設・事業所 

 

０ 

(0.0%) 

 

３８８ 

(100.0%) 

 

０ 

(0.0%) 

 

０ 

(0.0%) 

 

３８８ 

(100.0%) 

 

表６ 有料老人ホームに係る指摘件数（一般検査分）   （令和４年３月３１日現在） 

指摘項目 

指定施設・事業所 

人員指針 

関係 

運営指針 

関係 
その他 計 

有料老人ホーム ０ ２８ ０ ２８ 

 

（４）監査結果 

事業運営に不正等が疑われた３事業者の３介護事業所に随時監査を実施し、行

政処分が相当とされた１事業所に対しては、医療保健部により行政処分が行わ

れ、当該事業所に居宅介護サービス費の返還を求めています。 
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４ 障害福祉サービス事業所 

（１）障害福祉サービス事業所の実地指導および監査 

「令和３年度障害福祉サービス事業者等指導・監査実施方針」において重点項

目を定め、障害福祉サービス施設・事業所の実地指導を実施するとともに、不適

切なサービスの提供や支援費請求の事務処理に誤りがあった施設・事業所に対

しては指導を行い、その改善を図りました。 

また、事業運営等について不正が疑われる事業所に対しては随時監査を実施し

たほか、インターネット上での動画配信により集団指導（講習会）を実施し、法

令遵守等に関する指導を行いました。 

（令和３年度指導・監査実施方針の重点項目） 

①  法令遵守の状況について（人員・運営基準等に基づき運営され、適正な報 

 酬の請求が行われているか等） 

②  虐待行為の状況について（職員が利用者に対し身体的・心理的虐待等を行  

っていないか、研修等の虐待防止の取組が行われているか等）  

③  感染症等対策について（衛生管理の徹底と感染症の発生およびまん延の

防止のための適切な措置が講じられているか） 

④  サービスの質の確保・向上について（個々の計画に沿ったサービス提供、  

 身体拘束の原則禁止、利用者等への説明責任、苦情への対応等が適切に行  

われているか等） 

⑤  危機管理への取組について（火災、地震、風水害発生時における防災対策  

および侵入者等に対する防犯対策が確保されているか、感染症の発生および

まん延の防止対策等が適切に行われているか等）  

⑥  就労継続支援Ａ型事業所の運営状況について（利用者に支払う賃金が自 

立支援給付費から支払われていないか等） 

⑦  放課後等デイサービス事業所の運営状況について（「放課後等デイサー

ビスガイドライン」が遵守されているか等） 

⑧  就労系サービスの経理処理の状況について（経理区分が会計基準に則り

適切に処理されているか） 

（２）実施状況 

指導および監査の実施状況は、次表のとおりです。 

１，９５１指定施設・事業所のうち、通常型実地指導を３４(1.7%)施設・事業

所、感染防止対策型実地指導を６９(3.5%)施設・事業所、随時監査を１(0.1%)事

業所実施しました。 

また、集団指導（動画配信）を１，７４４(89.4%)施設・事業所に対して実施

し、法制度の周知を図りました。 
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表７ 指導等の実施状況             （令和４年３月３１日現在） 

区分 対象数 
集団指導 

実施数 

実地指導実施数 

通常型 
感染防止

対策型 

 

計 

居宅介護事業所 ２９７ ２６４ ４ ３４ ３８ 

重度訪問介護事業所 ２１５ １５２ ３ ２２ ２５ 

同行援護事業所 ７９ ７０ １ １２ １３ 

行動援護事業所 １６ １６ ０ １ １ 

療養介護事業所  ５ ５ ０ ０ ０ 

生活介護事業所 １６０ １５１ １ ０ １ 

短期入所事業所 １０８ ８５ １ ０ １ 

自立訓練（機能訓練）事業所 １ １ ０ ０ ０ 

自立訓練（生活訓練）事業所 １７ １７ ０ ０ ０ 

就労移行支援事業所 ３７ ３３ ０ ０ ０ 

就労継続支援（Ａ型）事業所 ７８ ７４ ０ ０ ０ 

就労継続支援（Ｂ型）事業所 ２５５ ２４２ ８ ０ ８ 

就労定着支援事業所 １６ １５ ０ ０ ０ 

障害者支援施設 ３９ ３９ ０ ０ ０ 

共同生活援助事業所（包括型） １３１ １１０ １ ０ １ 

共同生活援助事業所（外部型） ９ ８ ０ ０ ０ 

共同生活援助事業所（日中型） ４ １ ０ ０ ０ 

自立生活援助事業所 ２ ２ ０ ０ ０ 

地域移行支援事業所 ２５ ２５ ０ ０ ０ 

地域定着支援事業所 ２３ ２３ ０ ０ ０ 

児童発達支援事業所 １４９ １４０ ５ ０ ５ 

医療型児童発達支援事業所 ０ ０ ０ ０ ０ 

居宅訪問型児童発達支援事業所 ６ ５ ０ ０ ０ 

放課後等デイサービス事業所 ２４８ ２３９ １０ ０ １０ 

保育所等訪問支援事業所 ２３ １９ ０ ０ ０ 

福祉型障害児入所施設 ４ ４ ０ ０ ０ 

医療型障害児入所施設 ４ ４ ０ ０ ０ 

計 １，９５１ １，７４４ ３４ ６９ １０３ 

（注）対象数は、令和３年４月１日現在の指定事業所数です。 
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（３）実地指導結果 

実地指導を実施した１０３施設・事業所のうち、７６施設・事業所に３８８件

の改善指導等を行いました。 

主な内容は次のとおりです。 

①  人員に関する基準に関するもの          １件（ ０．３％） 

・児童指導員、保育士等について、配置すべき人員基準を満たしていない。 

 

②  運営に関する基準に関するもの        ３６６件（９４．３％） 

・利用定員を超えてサービスの提供を行っている。 

・利用者の人権擁護、虐待防止等のための必要な体制の整備を行っていない。 

・職員の勤怠管理が行われていない。 

・セクハラ、パワハラ等を防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じ

ていない。 

・苦情相談窓口の表示が適切に行われていない。 

・職員の健康状態の管理が十分行われていない。 

・虐待の発生又は再発を防止するための指針の整備がされていない。また、そ

の対策を検討する委員会を開催していない。 

・身体的拘束等の適正化を図るための対策検討委員会を開催していない。 

・感染症又は非常災害発生時における業務継続計画が策定されていない。 

・感染症の発生の予防およびまん延を防止するための指針が整備されていな

い。また、その対策を検討する委員会を開催していない。 

③  給付費等の算定に関するもの           ３件（０．８％） 

・児童指導員、保育士等について、配置すべき人員基準を満たさない状況であ 

ることが確認されたので、人員欠如に該当するサービス提供単位の障害児 

全員について減算すること。 

・送迎加算について、利用人員に係る算定基準を満たしていない。 

 

なお、令和３年度実地指導における、給付費等の過誤調整（自主返還）に

よる返還決定額は、次のとおりです。 

事業所数 返還決定額 （円） 

３ １，１３８，５５１ 

（注）令和４年４月末までに確定した金額です。 
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 表８  障害福祉サービス事業に係る指摘件数（実地指導分） 

                         （令和４年３月３１日現在） 

指摘項目 
指定施設・事業所 

人員基準
関係 

運営基準
関係 

給付費等
の算定 

その他 計 

居宅介護事業所 ０ １７７ ０ １５ １９２ 

重度訪問介護事業所 ０ ２３ ０ ２ ２５ 

同行援護事業所 ０ ３４ ０ １ ３５ 

行動援護事業所 ０ ３ ０ ０ ３ 

生活介護事業所 ０ ３ ０ ０ ３ 

短期入所事業所 ０ ９ ０ ０ ９ 

就労継続支援（Ｂ型）事業所 ０ ３７ ２ ０ ３９ 

共同生活援助 ０ ２ ０ ０ ２ 

児童発達支援事業所 ０ ２４ ０ ０ ２４ 

放課後等デイサービス事業所 １ ５４ １ ０ ５６ 

計 
実施 103 施設・事業所 

指摘  76 施設・事業所 

 
１ 

(0.3%) 

 
３６６ 

(94.3%) 

 
３ 

(0.8%) 

 
１８ 

(4.6%) 

 
３８８ 

(100.0%) 

 

（４）監査結果 

事業運営に不正等が疑われた１事業者の１居宅介護事業所に随時監査を実施

し、監査の結果、行政処分が相当と判断し、子ども・福祉部により行政処分が行

われ、当該事業所に介護給付費の返還を求めています。 

 

５ 行政監査  

（１）県福祉事務所、市町等の監査 

社会福祉法、児童福祉法および「令和３年度児童福祉行政指導監査実施方針」

により、児童福祉行政について行政監査を実施し、改善を図りました。 

 

（２）実施状況             （令和４年３月３１日現在） 

区    分 対 象 数 実 施 数 

県福祉事務所      ４    ０ 

児童相談所      ６     ０ 

市町福祉行政 ２９ ２９ 

                

（３） 指摘事項 

市町福祉行政 

監査を実施した２９市町のうち、１９市町に４７件の指摘を行いました。 

内容は次のとおりです。 

①  児童福祉行政事務処理体制の状況      ４５件（９５．７％） 

②  要保育児童の把握状況            １件（２．１％） 

③  保育の実施事務処理状況           １件（２．１％） 

④  保育所等運営費の事務処理状況        ０件（０％） 

⑤  入所施設措置費の事務処理状況        ０件（０％） 
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表９ 市町行政監査の指摘項目および件数      （令和４年３月３１日現在） 

指摘項目 

 

市 町 

児童福祉行

政事務処理

体制 

要保育児童

の把握 

保育の実施

事務処理 

保育所等

運営費の

事務処理 

入所施設措

置費の事務

処理 

計 

児童福祉行政 

実施14市15町 

(指摘9市10町) 

 

４５ 

(95.7％) 

 

１ 

(2.1％) 

 

１ 

(2.1％) 

 

０ 

(0％) 

 

０ 

(0％) 

 

４７ 

(100.0％) 

 （注） 構成比％ 小数点第 2 位以下四捨五入のため、合計が 100.0％になりません。 

 

 

６ 公益法人等立入検査 

（１）公益法人の検査 

子ども･福祉部が所管する公益法人のうち、２公益財団法人の検査を実施する

予定でしたが、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により次年度以降へ延期

しました。 

 

（２）実施状況               （令和４年３月３１日現在） 

区 分 対象数 実施数 

公益法人※ ５ ０ 

公益社団法人 

公益財団法人 

１ 

４ 

０ 

０ 

   

（注）対象数は令和４年４月１日現在の子ども・福祉部所管法人数です。 

   ※ 新制度の公益社団法人および公益財団法人です。 

   


